
注：１ この産出額には、パルプ用、まき、木ろう及び生うるしは含まない。
２ 部門別のその他は、木炭及び林野副産物採取（まつたけ、野生鳥獣、野草等）である。
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１ 林業産出額 －林業産出額から－

○ 関東農政局管内（以下「関東局」という。）の林業産出額（平成29年）は、1,015億円で全国の約２
割を占めています。

○ 都県別にみると、長野県が590億円（全国第１位）で最も多く、次いで静岡県が116億円（同10位）、
栃木県が105億円（同12位）の順となっています。

○ 部門別にみると、栽培きのこ類生産が763億円で全体の４分の３を占め、木材生産が245億円となっ
ています。

○ 栽培きのこ類生産の内訳をみると、ぶなしめじが242億円で最も多く、次いでえのきたけが184億
円、生しいたけが125億円の順となっています。

林業産出額（平成29年）

全国・農政局等別 都県別（関東局） 部門別（関東局）

○数値は､全国順位です（以下同じ。）。

２ 林野面積 －農林業センサスから－

○ 関東局の林野面積（平成27年）は327万haで全国の13％を占めています。また、林野率は56.1％となっ
ています。

○ 林野面積を都県別にみると、長野県が103万ha（全国第３位）で最も広く、次いで静岡県が50万ha、群
馬県が41万haの順となっています。また、林野率は山梨県及び長野県で７割を超えています。

農政局等別 都県別（関東局）

林野面積及び林野率（平成27年）
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注：１ 林野率は、総土地面積に占める林野面積の割合をいう。なお、全国及び農政局等別の林野率は、総土地面積から北方四島及び竹島を除いて計算した。
：２ 耕地面積は、平成27年耕地及び作付面積統計による。
：３ 林野率については、表示単位未満の数値で算出しているため、表示上の数値で算出した林野率と一致しない場合がある。

ぶなしめじ
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関東農政局管内の林業・木材産業

（全 国）
林野面積：2,480万ha
林 野 率：66.5％

耕 ４
林 11

総 23



家族経営体

206 

140 

96 

組織経営体

33 

21 

15 

0

50

100

150

200

250

平成17年 22 27

（百経営体）

239

111

161

54％減少

31％減少

- ２ -

（１）林業経営体

○ 関東局の林業経営体数（平成27年）は、１万1,067経営体で全国の約13％を占めています。
また、林業経営体数の推移をみると、平成17年に比べ１万2,800経営体（54％）減少しています。

○ 都県別にみると、長野県が2,745経営体（全国第９位）で最も多く、次いで栃木県が2,204経営体、静
岡県が1,964経営体の順となっています。

３ 林業の生産構造 －農林業センサスから－

林業経営体とは、林産物の生産を行うか又は委託を受けて林業作業を行い、生産又は作業に係わる面積が、次の規定のいずれかに該当する事業を行う
者をいう。（１）保有山林面積が３㏊以上の規模の林業、（２）委託を受けて行う育林若しくは素材生産又は立木を購入して行う素材生産の事業

林業経営体数

（２）保有山林規模別林業経営体数割合及び林産物を販売した林業経営体数割合

保有山林規模別林業経営体数割合
（関東局）

林業経営体のうち過去１年間に林産物の
販売を行った経営体数割合（関東局）

○ 関東局の保有山林規模別林業経営体数の割合をみると、平成27年は10㏊未満が57％、10㏊以上が41％
で、平成17年と比べると10㏊未満が５ポイント低下、10㏊以上が４ポイント上昇しています。

○ 関東局の林業経営体のうち過去１年間に林産物の販売を行った経営体数割合をみると、各販売物とも
平成17年に比べ27年は上昇しています。
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用 材：製材用丸太、パルプ用材、合板用材等に使われる木材をいう。
立 木 で：立木のまま販売したものをいう。
素 材 で：所定の長さに切断した丸太等にして販売したものをいう。

用語解説

ほだ木用原木：しいたけ、なめこなどを生産する原木として販売したもの
をいう。

特用林産物：薪炭原木、竹材、きのこ等の林産物をいう。

林業経営体の推移（関東局）全国・農政局等別（平成27年） 都県別（関東局）（平成27年）
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４ 素材生産量 －木材統計調査から－

○ 関東局の素材（丸太）生産量（平成30年）は、241万6,000㎥で全国の約１割を占めています。
○ 都県別にみると、栃木県が57万7,000㎥（全国第11位）で最も多く、次いで長野県が48万5,000㎥、

茨城県が40万5,000㎥の順となっています。
○ 樹種別にみると、すぎが120万8,000㎥で最も多く、次いでひのきが52万6,000㎥、からまつが33万

9,000㎥の順となっています。
○ 関東局の素材生産量の平成年間の推移をみると、平成元年から16年にかけて減少傾向で推移しまし

たが、17年以降は合板及びチップ部門の増加により増加傾向で推移しています。

注１： その他は「パルプ用」及び「その他用」である。
２： 平成13年以降「その他」は含まないため、それ以前の数値とは比較できない。
３： 平成29年から「合板用」を新たにＬＶＬ用を含めた「合板等用」に変更したため、それ以前の数値とは比較ができない｡

４： 平成30年の数値は概数値である（以下同じ。）。
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素材生産量の全国に占める割合

全国・農政局等別 都県別（関東局） 樹種別（関東局）

東北

553

(26%)

九州

515

（24%）
北海道

334

（15%）

中国四国

305

（14%）

関東局

242（11%）

東海

92

（4%）

近畿

86

（4%）

北陸

39（2%）
沖縄

0（0%）

全 国
2,164万㎥
（100％）

栃木

58

(24%)

⑪

長野

49

（20%）

⑮茨城

41

（17%）

⑰

静岡

37

（15%）

群馬

23（10%）

山梨

14

（6%）

千葉

9

（4%）
埼玉

7

（3%）

東京

3（1%）
神奈川

2（1%）

関東局
242万㎥
（100％）

すぎ

121

（50%）

ひのき

53

（22%）

からまつ

34

（14%）

あかまつ・

くろまつ

8(3%)

その他

針葉樹

5（2%）

広葉樹

21

（9%）

関東局
242万㎥

（100％）

部門別素材生産量の推移（関東局）
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7

○ 関東局の製材工場数（平成30年12月31日現在）は855工場で、全国の約２割を占めています。
また、製材工場数の平成年間の推移をみると、一貫して減少傾向で推移しており、平成30年は平成

元年の約４分の１になっています。
○ 関東局の製材品出荷量（平成30年）は138万4,000㎥で、全国の15％を占めています。

また、製材品出荷量の平成年間の推移をみると、平成元年から19年にかけて減少傾向で推移しまし
たが、20年以降、横ばい傾向で推移しています。

○ この結果、１工場当たりの製材品出荷量は19年から増加傾向となっています。

５ 木材産業の動向 －木材統計調査から－

製材工場数（各年12月31日現在）

注： １工場当たり製材品出荷量は、製材品出荷量を各年12月31日現在の工場数で除し、算出した。
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製材品出荷量の全
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製材品出荷量

１工場当たり製材品出荷量の推移（関東局）
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（平成30年）
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○ 関東局の野生鳥獣の解体頭･羽数（平成29年度）は、9,171頭･羽で全国の約１割を占めており、前年度
に比べ722頭・羽（９％）増加しています。

○ 都県別にみると、長野県が4,533頭･羽で最も多く、次いで静岡県が2,304頭･羽、山梨県が1,163頭･羽
の順となっています。

○ 鳥獣種別にみると、シカが6,752頭で最も多く、次いでイノシシが2,110頭の順となっており、前年度
と比べるとシカが729頭（12％）増加し、イノシシは118頭（５％）減少しています。

（２）野生鳥獣解体実績

鳥獣の解体頭･羽数（平成29年度）

全国・農政局等別 都県別（関東局） 鳥獣種別（関東局）
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ジビエ利用量（平成29年度）

（ｔ）
148

109

（３）ジビエ利用量

○ 関東局のジビエ利用量（平成29年度）は、148ｔで全国の約１割を占めており、前年度に比べ39ｔ
（36％）増加しています。

○ 都県別にみると、長野県が73ｔで最も多く、次いで静岡県が35ｔ、山梨県が14ｔの順となっています。
○ 用途別にみると、食肉が100ｔで最も多く、次いでペットフードが40ｔの順となっており、前年度と比
べると食肉は14ｔ（16％）、ペットフードは23ｔ（135％）それぞれ増加しています。

全国・農政局等別 都県別（関東局） 用途別（関東局）
（ｔ）
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○ 関東局の野生鳥獣の処理施設数（平成29年度）は、66施設で全国の約１割を占めています。
○ 都県別にみると、長野県が31施設で最も多く、次いで静岡県が13施設、山梨県が８施設の順となっています。

６ 野生鳥獣資源の利用 －野生鳥獣資源利用実態調査から－

「日本標準産業分類」では、毛皮
用、食用のための鳥獣の捕獲、害
鳥獣の捕獲等の狩猟業は「その他
の林業」として林業（大分類）に
分類されています。

（１）施設数

野生鳥獣の食肉処理を行う食肉処理施設数（平成29年度）

全国・農政局等別 都県別（関東局）
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１ この資料は、農林水産省統計部が作成又は実施している「農林業センサス」、「林業産出額」、「木材統計調

査」及び「野生鳥獣資源利用実態調査」を基に作成したものです。

２ 関東農政局管内（関東局）

関東農政局管内（関東局）とは、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、

長野県及び静岡県の10都県です。

３ 統計調査の概要

(1) 農林業センサス

ア 調査の目的

我が国農林業の生産構造及び就業構造等の実態や農山村地域の現状を把握することにより、農林業に関

する諸統計調査に必要な基礎資料を整備するとともに、国際連合食糧農業機関（ＦＡＯ）の提唱する世界

農林業センサスの趣旨に従い、各国農林業との比較において我が国農林業の実態を明らかにすることを目

的としています。

イ 調査の対象

(ｱ) 農林業経営体調査

全ての農林業経営体（農林産物の生産を行うか又は委託を受けて農林業作業を行い、生産又は作業に係

る面積・頭数が一定規模以上の農林業生産活動を行う者（組織の場合は代表者））

(ｲ) 農山村地域調査

農業集落が存在する市区町村又は森林計画区に含まれる市区町村（市区町村調査）、全域が市街化区域

に含まれる農業集落を除く全ての農業集落（農業集落調査）

(2) 林業産出額

ア 統計の目的

林業に関する各種統計等を用いて、各地域における林業生産の実態を金額で評価することにより明らかに

し、林業行政の企画やその実行のフォローアップに資するための資料を提供することを目的としています。

イ 推計方法

林業産出額は、木材生産、薪炭生産、栽培きのこ類生産及び林野副産物採取の４部門について、都道府県
別に木材統計調査、特用林産物生産統計調査等から得られる品目別生産量に価格（木材は市場における樹種
ごとの年間平均山元土場価格、その他は庭先販売価格）を乗じて推計しています。

(3) 木材統計調査（基礎調査）
ア 調査の目的

素材生産及び木材製品の生産、出荷等に関する実態を明らかにし、森林・林業行政の推進等に

資する資料を整備することを目的としています。

イ 調査の対象

全国の製材工場（製材用動力の出力数が7.5kW以上の工場）、合単板工場、木材チップ工場、集成材工場、

ＬＶＬ工場及びＣＬＴ工場であって、調査年の12月31日現在で事業を行っているもの又は休業中であっても

その休業期間の開始時期が調査年の10月１日以降であるもの

(4) 野生鳥獣資源利用実態調査
ア 調査の目的

野生鳥獣の処理実態とともに、食肉利用等に係る市場規模の算出等に必要なデータを把握し、鳥獣被害防

止対策の一環として取り組まれる野生鳥獣の食肉等への利活用の推進に向けての施策の的確な立案や推進の

ための基礎資料を整備することを目的としています。

イ 調査の対象

食品衛生法（昭和22年法律第233号）に基づき、食肉処理業の許可を有する食肉処理施設のうち、野生鳥獣
の食肉処理を行っている全ての食肉処理施設

４ この統計調査結果の詳細は、農林水産省又は関東農政局ホームページ中の「統計情報」で御覧いただけます。
農林水産省ホームページ ＞ 統計情報 【 http://www.maff.go.jp/j/tokei/ 】
関東農政局ホームページ ＞ 統計情報 【 http://www.maff.go.jp/kanto/to_jyo/ 】

５ この資料に関するお問い合わせは、下記までお願いします。

関東農政局 統計部 統計企画課 TEL:048-740-0058（直通） FAX:048-740-0086

利用にあたって

令和２年２月１日現在で、2020年農林業センサスを実施します。
○農林業経営体調査（令和元年12月中旬～令和2年２月末）
○農山村地域調査（令和元年12月上旬～令和２年２月末）

円滑な調査の実施に向けて、ご協力をお願いします。
また、調査票はオンラインによる回答も可能です。
農林業センサスホームページＵＲＬ：http://www.maff.go.jp/j/tokei/census/afc


